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第１章 調査の概要 
 
１－１ 調査の経緯と目的        

 ザンビア共和国（以下、「ザンビア」と記す）はその独立以来、銅資源に偏重した経済・産業構

造を有しており、銅の国際価格の変動によって国家財政状況が容易に左右されてしまうという典

型的モノカルチャー経済構造であった。 
このような状況下、2002 年に貧困削減戦略書(PRSP)を策定し、社会開発セクター開発への取り

組みに重点をおいてきたが、ザンビアは 2005 年４月に HIPCs 完了点に到達し、その後の G８サ

ミット等国際場裏における債権放棄等の実現もあり、経済状況好転への機運が高まっている。 
 右状況に加え、非鉄金属の国際価格の高騰により経済は活況を呈しており、ザンビア政府はこ

の機をとらえて経済発展に伴う貧困削減をめざしている。また、将来的にわたってモノカルチャ

ー経済を温存することはリスクが高いという認識の下、経済・産業構造の転換と多様化を図るべ

く、民間セクター育成・強化への注力を図っているところである。 
 日本・マレーシアによる南南協力の枠組みの下で、マレーシア人コンサルタントの協力を得て、

ザンビアの投資環境整備を促進するために、官民で構成される 12 セクター（教育・保健・農業・

綿花・観光・情報通信・中小企業振興・航空貨物ハブ設立・複合的経済特区（MFEZ)設立・行政

手続効率化・鉱業・金融サービス）にわたる大統領直轄の開発のためのタスクフォース（TF）が

2005 年８月に設置され、アクションプランの作成とその定期的なモニタリングが実施されている。

独立行政法人 国際協力機構(JICA)ではこの枠組みを円滑に機能させ、投資環境の整備を促進さ

せるために 2006 年７月から「南南協力を通じた投資促進環境整備プロジェクト」を実施している。 
 これら TF による議論のなかでも、とりわけ MFEZ 設立については国内産業の多角化や外国直

接投資の促進による産業開発促進の観点から極めてあるとの認識から、ザンビア政府は MFEZ に

係るフィージビリティ調査(F/S)の実施をわが国政府に要請した。 
 また、ザンビア政府は、過去に JICA の協力で設立されたマレーシアのクリムテクノロジーパ

ーク(KTPC)を参考にして MFEZ を設置・運営することを考えており、既にマレーシア側とも協議

を重ねている。したがって、本件協力にあたってはマレーシアの知見の活用方法について検討す

ることが必要とされている。 
 
１－２ 主要調査事項 

 ・要請内容の確認 
 ・ザンビア政府の MFEZ 実施体制の確認 
 ・KTPC 調査団との意見交換 
 
１－３ 調査団の構成 

氏 名 担 当 所 属 

佐々木 弘世 団長・総括 JICA 経済開発部長 
杉 本  巨 調 査 企 画 JICA 経済開発部 貿易･投資･観光チーム 
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１－４ 調査日程 

月日  

7/21 土 成田－シンガポール(1910/0115+ SQ11) 

7/22 日 

シンガポール－ヨハネスブルク(0215/0710 SQ478) 
ヨハネスブルク－ルサカ(1050/1235 SA48) 
13:30 ザンビア政府、KTPC と協議 

7/23 月 

7:00 MFEZ サイト視察 
8:00 工業地域視察  
ルサカ－リビングストン(1100/1200) 
14:30～17:00 ザンビア国際ビジネスフォーラム 
17:30 財務大臣、通商産業大臣表敬 

7/24 火 
午前：資料整備 
リビングストン－ルサカ(1250/1350) 
15:30 Melcome Group 

7/25 水 

午前：SHOPRITE 視察、プロジェクトサイト視察 
14:00 JICA ザンビア事務所報告 
16:00 日本大使館報告 
17:00 大統領顧問と協議 

7/26 木 
ルサカ－ヨハネスブルク(0900/1105 SA8161) 
ヨハネスブルク－シンガポール(1315/0540+ SQ479) 

7/27 金 

シンガポール－ペナン(0805/0930 SQ192) 
15:00 KTPC CEO と協議 
16:00 KTPC 視察 

7/28 土 ペナン－クアラルンプル(0800/0855 MH1137) 
クアラルンプル－成田(1100/1910 MH70) 
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１－５ 主要面談者 

＜ザンビア側＞ 
（1）大統領府 State House 

Dr. Situmbeko Musokotwane Economic Advisor to the President 
Jack N. Kalala Special Assistant to the President 

（2）財務・計画省 Ministry of Finance and Planning 
Ng’andu P. Magande Minister 

（3）通産省 Ministry of Commerce, Trade and Industry 
Felix Mutati Minister 
Siakalenge  

（4）ザンビア開発庁 Zambian Development Agency 
Glyne Michelo Acting Director General 

（5）Melcome Group  
R. Mahesh Kumar Group General Manager 

Mohmed A Seedat Group Chairman 
 
＜マレーシア側＞ 

（1）Kulim Technology Park Corporation 
Dato Ahmad Shukri Tajuddin Executive officer 
Ahmad Fadzli Abdul Aziz Executive 
Zulkefli Ahmad General Manager 
Dr. Mahbob Salim Project Director 
Muhammad Nazmi Abdullah Project Manager 

 
＜日本側＞ 

（1）在ザンビア日本大使館 
宮下 正明 特命全権大使 
釣田 薫 参事官 

（2）JICA ザンビア事務所  
乾 英二  所 長 
福田 創 所 員 
Muhabi Lungu ToH プロジェクト調整員 

（3）JICA マレーシア事務所  
梅崎 裕 所 長 
大野 政義 企画調査員 
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第２章 調査結果 
２－１ 調査結果 

（１） ザンビア政府の強いコミットメント 

前述第１章の背景でも述べたとおり、銅価格の高騰及び順調な農業生産などの追い風を受

けてザンビア経済は好況を呈している。この機をとらえて経済の多様化や雇用の創出、更な

る経済成長をめざしてザンビア政府は大統領直轄で投資環境整備を進めており、なかでも

MFEZ は特に重要な案件として政府が一丸となって推進していく決意を示している。その証

左として、以下に述べるとおり MFEZ 調査のための独自予算の確保と MFEZ 用地の確保があ

げられる。 

このように、MFEZ 開発は大統領案件として、政府が非常に力を入れており、一刻も早い

調査の開始を希望していることを確認した。 
 
（２） MFEZ 調査のザンビア政府予算 

2007 年２月に実施された KTPC によって提出された MFEZ 調査の TOR では、KTPC が調

査を実施する場合、約 130 万 US ドル程度の経費がかかると積算された。これを受けてザン

ビア政府は MFEZ 調査用として相当額の予算を確保している。 
確保している予算は今年度（ザンビアの予算年度は１～12 月）の予算として計上している

ため、ザンビア政府としては早い時点での契約、執行を希望している。 
 

（３）MFEZ 用地 
ザンビア政府は、ルサカ市南部に 2,000ha を MFEZ 用地として確保している。ルサカ南部

保全林に指定されている地域の一部を MFEZ 用地としているため、現在は全く開発されてい

ない。ザンビア政府は MFEZ 用地を保全林から工業地域へ土地利用区分の変更のための手続

きを進めているところであり、近いうちに政令が公布されるとのことである。詳細は地質調

査が必要となるが、平坦地で市街地からのアクセスも良好で、特別経済地区を設置する場所

としてはポテンシャルが高いと思われる。 
 

（４）ザンビア側の実施体制 
ザンビア開発庁（ZDA）が本件のカウンターパート（C/P）となる予定である。この ZDA

はこれまでザンビア政府の下で、投資促進等の機能を担っていたザンビア投資庁を中核にし

ながら、民間セクターとの協働を強化しながら経済開発を協力に推進するために最近再編・

設置された新たな機関であり、現在長官等の責任者の最終的な人選を行っているところであ

る。一方、MFEZ の実現に向けては関係省庁等の責任者からなる MFEZ 技術委員会が既に結

成され稼動していることが確認された。今後調査が開始された場合は、メインの C/P である

ZDA を中心に、上記技術員会及び民間セクターやルサカ市関係者を含めた MEFZ 調査運営委

員会を設置しながら実施することが必要であろう。 
 

（５）KTPC との関係について 
今回のプロジェクト形成調査中にザンビア政府は KTPC と今後の調査実施についての覚書

(MoU)に署名した。 
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当初は JICA の調査のなかに KTPC を団員として入れ込むという案もあったが、ザンビア

政府は一刻も早い調査開始を希望しているため、KTPC が先に調査を開始し、JICA がそれを

追いかける形とすることが確認された。JICA の調査が開始されると、２件の調査が同時並行

的に実施されることとなる。ただし、２件の調査はそれぞれ深く連関しているため、双方が

連携しながら調査を進めること及び右目的のために何らかの調整機能の設置の必要性につ

いて確認された。 
 

（６）今後の進め方 
ザンビア政府、KTPC との協議により、本件調査の実施に関する役割り分担については、

JICA 側が最終的に MFEZ 設置の妥当性の検証を行うに必要となる、ザンビア経済の分析、

産業構造の現状と今後の方向性、隣国との産業比較や国内資源の賦存状況等に基づくザンビ

アの比較優位産業及びポテンシャル産業の確認、流通状況、民間企業や生産者グループの現

状等を中心とするマクロ経済調査を行い、KTPC は MFEZ 予定地の地質・土壌調査、ルサカ

市の経済インフラの状況と MFEZ 予定地へのインフラ設置の進め方、MFEZ 予定地のゾーニ

ングの考え方を中心とする分野での調査を分担しながら行うことで合意した。 
ザンビア政府は、９月には KPTC との間で契約手続を了し、11 月に雨期が始まる前までに

地質調査を終える方向で KTPC と合意した。 
JICA はできる限り早い時点で事前調査団を派遣し、実施細則(S/W)を締結、できる限り早

い時点で本格調査を開始することを確認した。 
KTPC 及びザンビア政府との連絡調整のために、必要に応じて南南協力を通じた投資促進

環境整備プロジェクトの予算で調整員を配置することを確認した。 
 

２－２ 課 題 

（１）MFEZ のコンセプト及び産業誘致 

今回ザンビア側が設置しようとしている MFEZ のコンセプト及び具体的な産業誘致につい

てはザンビア側、KTPC 側と十分な協議・すり合わせが必要である。すなわち JICA が実施す

るマクロ調査の結果も十分に踏まえながら、国内市場を主な対象とした輸入代替的産業（中

国産品等の代替）を主軸としたコンセプトとするのか、あるいは隣国を含めたアフリカ全土

及び中東・アジアを視野に入れた輸出指向型産業を重点としたものとするのかを大きな論点

として十分な議論と検討が必要である。ちなみにザンビア側との協議において、MFEZ に誘

致すべき産業として、国内で産出する綿を原料とした繊維及び家電の組み立て等を想定して

いるとの説明があったことを申し添える。 
 

（２）土地利用の問題 
上記２－１（３）でも述べたとおり、ザンビア政府が MFEZ 用地として確保している土地

は、現在は保全林という土地利用区分になっている。土地利用区分変更に係る手続きが行わ

れているところであるが、環境社会配慮については慎重を期す必要がある。 
 

（３）KTPC との調整 
KTPC とは基本的な分担について合意ができているものの、細かい部分では調査開始後に

－5－
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調整する必要が出てくることは明らかである。上記２－１（３）でも述べたとおり、調整員

をおくとともに、JICA 調査団内にも連絡調整のための人員の配置を認め、関係者間の意思疎

通を十分に図っていくこととする。 
 

（４）調査後の資金調達 
ザンビア政府は自主財源をできる限り確保すると明言しているが、根拠があるものではな

いと思われる。財務大臣からは、自主財源以外にアフリカ開発銀行の借款や円借款の活用に

ついても言及があった。 
円借款を活用するのであれば、審査に堪えうる調査内容とする必要がある。その場合、

KTPC が実施する部分の調査の精度をいかに担保するかが重要になってくる。 
 

（５）既存の工業地域との関係 
ルサカ市内にはルサカ市が整備した工業地域が存在する。印刷、食品加工、飼料、医薬品、

縫製など雑多な業種が軒を連ねている工業集積地であり、特に開発のコンセプトなどはない

ようである。 
MFEZ 開発にあたっては、市内の工業地域との差別化をいかに図るかということについて

も十分な検討を重ねる必要がある。 
 
２－３ 団長所感 

本案件はアジアの開発経験のアフリカへの適用や南南協力等、様々な要素を多角的・効果的に

組み合わせながらザンビア経済の活性化及び産業の育成をめざすものであり、JICA にとって未経

験の部分も多々あるがその協力効果は極めて高いことが期待され、更に今後の効果的なアフリカ

協力を探るうえでの極めて重要な事例のひとつとなることが考えられる。  
今回の現地調査を通じて、大統領をはじめとしてザンビア側関係者の本件の実現に向けての期

待の大きさと、資源開発を中心に同国の経済活動が活況を呈するなかで、一定の政治・社会的な

安定を保持しているザンビアにとって、今が産業開発・民間投資による経済開発の更なる発展を

めざす千載一遇の機会であり、今を除いてそのチャンスはないとの共通認識がザンビア国内の官

民の間で共有化されていることを確認することができた。さらに、現地での協議及び視察を通し

て、リスクを取りながらもアフリカという新興市場に果敢に進出し自らビジネス・チャンスをつ

くり出そうとするマレーシア・中国等成長著しいアジアの民間セクターの直接投資等の動きが予

想以上に急展開しているザンビアの状況の下で、本案件のもつ緊急性と重要性について再認識す

ることができた。 
また、本プロジェクトの実施のパートナーである、マレーシア側（KTPC）に関しても、過去

に実施された JICA 協力を礎にして、見事な成功を収めた自らの体験を JICA とともにアフリカ開

発に生かすことで日本への恩返しができるとの感慨と、さらにこの機会を通じて自らの更なる飛

躍へとつなげたいとの意向を有している。 
上記のように本件の実施については各関係者が強い興味と大きな期待を寄せており、特にザン

ビア側関係者の本件への期待は並々ならぬものがあるだけに、今後の具体的な実施においては、

日本・ザンビア・マレーシアの３ヵ国間の緊密なコミュニケーションが可能となるようにそのシ

ステムを構築しながら、それぞれのイニシアティブを尊重しつつも、必要に応じザンビア側関係
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者に対しては産業育成及び投資促進には官民の透明性が高く、強固なネットワークづくりと地道

な努力が必要不可欠であり、特に経済特区の造成に必要な資金調達や企業誘致など乗り越えるべ

きハードルが高いことを十分に認識せしめることもまた重要である。 
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議事メモ 
  記録：杉本 

開催日時 2007 年 7 月 22 日（日）14:00～15:30 

開催場所 大統領府 

Zambia 

Situmbeko Musokotwane Economic Advisor to the President 

Sigzongo Siakalenge Director of Industry, MCTI 

Danny Mubanea Surveyor General, Ministry of Land 

Kelvis Kasonkomona Technical Service Support Manager, ZESCO Ltc 

Patric Sinjwala Surveyor, Ministry of Land 

Bornwell Luansa Director of Engineering, Lusaka City Council 

Ernest Chirwa Senior Policy Planning Officer, ZDA 

Wendy Namble PRO/QS, National Council for Construction 

Wiseman Sangulube Chief Extension Officer, MTENR 

Simumba Jostpa Economist, Industry, MCTI 

Malaysia 

Ahmad Shukri Tajuddin 
Mahbob Salim 
Ahmad Fadzli Abdul Aziz 

CEO, Kulim Technology Park Corporation (KTPC) 
Project Director, KTPC 
Executive (Marketing), KTPC 

Japan 

出席者 
（敬称略） 

乾 英二 
福田 創 
Muhabi Lungu 
大野 政義 
佐々木 弘世 
杉本 巨 

JICA ザンビア事務所長 
JICA ザンビア事務所 
TOH Coordinator, Economic Advisor 
JICA マレーシア事務所 企画調査員 
JICA 経済開発部長 
JICA 経済開発部 貿易・投資・観光チーム 

内容 
 

・ザンビア側としては、 
１． いつ調査が開始されるか 
２． 調査の費用、順序、内容の調整はどうなるか 

の２点について知りたい。大統領案件ということもあり、ザンビアとしては一

刻も早い着手を望んでいる。 
 
・KTPC はザンビアとの協議のなかで、今回の調査の方針について MoU を作成中

である。 
 
・MFEZ サイトの地質調査をまず実施する必要がある。 

⇒基本的にローカルコンサルタントが実施するが、KTPC の監督をつけてほし

い。 
 →ザンビア政府と KTPC の契約のなかに地質調査を入れることにして、KTPC

１．議事録 
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 →ザンビア政府と KTPC の契約のなかに地質調査を入れることにして、KTPC
から監督する人を派遣するようにする。 

⇒雨期が 11 月から始まるので、それまでに地質調査を実施する必要がある。 
→ザンビア側の準備が整い、契約ができるのであれば、地質調査を９月から

開始することは可能。地質調査を実施している間に KTPC と JICA の間で

調査項目についての分担を決定するようにしたい。 
ザンビア側にはできる限り多くの情報を提供してほしい（地形図、土地利

用図、航空写真、衛星写真、交通量需要など）。 
 
・ザンビア政府は本件について予算を確保している（約１億 2,000 万円）が、今

年の 12 月末までに執行しなければ、残は国庫に返還する必要がある。少なくと

も契約を実施し、調査に着手することが絶対に必要。 
 
・JICA と KTPC の分担の基本的な考え方は JICA が全体計画の上流部分（マクロ

経済分析や特区のコンセプト）を、KTPC がハード部分の設計を担当するとい

うことで合意した。 
 

 

－12－
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議事メモ 
  記録：杉本 

開催日時 2007 年 7 月 23 日（月）17:00～17:30 

開催場所 リビングストン ザンベジサンホテル 

Zambia 

Ng’andu P. Magande 財務・国家計画大臣 

Felix Mutati 商業・貿易・工業大臣 

Situmbeko Musokotwane Economic Advisor to the President 

Japan 

Mr. Muhabi Lungu 
佐々木 弘世 

TOH Coordinator, Economic Advisor 
JICA 経済開発部長 

出席者 
（敬称略） 

杉本 巨 JICA 経済開発部 貿易・投資・観光チーム 

内容 
 

（財務大臣） 
・ MFEZ については既に基本的なことは合意されているという認識。日本、マレ

ーシア、ザンビアが協力することで開発が進むことを願っている。 
・ 今年中に調査に着手したい。政府としては予算も確保している。 
・ 過去 30 年間でマレーシアの開発が進んだように、ザンビアも次の 30 年間で中

進国の仲間入りを果たしたいと思っている。 
 
・ 調査後に MFEZ を実現するための資金の手当はどうするつもりか。 

⇒基本的にはザンビア政府のプロジェクトなので自分たちの予算を確保して

いきたいと考えている。 
 しかし、円借款を活用できる可能性があるとも聞いているので、円借款も検

討したい。MFEZ はザンビアのショーケースとなる案件で、長期的な視野で

の開発を考えている。 
・ MFEZ に誘致する産業はどのようなものを考えているか。 

⇒ザンビアでは優良な綿花が栽培されており、その付加価値を高めるような産

業があろう。また、ハイテク産業（携帯電話の組み立てや小型家電など）や、

インキュベーションセンターの設置を考えている。ザンビアの一次産品にい

かに付加価値をつけることができるかが課題。 
 
・ MFEZ とルサカ市の工業地帯の棲み分けについても考えてほしい。ルサカ市の

工業地帯については再度プランを練る必要があるかもしれない。 
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議事メモ 
  記録：杉本 

開催日時 2007 年 7 月 24 日（火）15:30～16:30 

開催場所 Melcome Group 社 会議室 

出席者 
（敬称略） 

Mohmed A. Seedat 
R. Mahesh Kumar 
佐々木 弘世 
杉本 巨 
大野 政義 
福田 創 

Group Chairman, Melcome Group of Companies 
Group General Manager, Melcome Group of Companies 
JICA 経済開発部長 
JICA 経済開発部 貿易・投資・観光チーム 
JICA マレーシア事務所 企画調査員 
JICA ザンビア事務所 

内容 
 

Melcome グループは製造業やサービス業などを傘下におさめる会社で、事業を

積極的に展開している。2006 年には JICA 調査団の一員としてマレーシアに渡航

し、ザンビアのビジネスチャンスについて講演している。 
また、既にマレーシアとの合弁でビジネスを立ち上げ始めている。 
なお、社長はインド系のザンビア人である。 
 

（携帯電話組み立て） 
・ 既にマレーシアと合弁で携帯電話の組立事業を開始することになっている。

ルサカ市の工業地帯に工場を建設中（８月末に建設完了予定）。 
年間 100 万台の出荷をめざしている。市場はザンビア以外に、マラウイ、コ

ンゴ民、南アフリカなど。無料で端末を配布し、通話料で利益をあげるビジ

ネスモデルを導入したい。 
当初は 100 名を雇用し、ゆくゆくは 200 名まで増やしたい。 
もっと早く事業を立ち上げる予定だったが、政府からの各種許可取得に非常

に時間がかかってしまった。是非見直すように働きかけてほしい。 
（教育） 
・ 遠隔教育を利用してマレーシアとつないで IT やコンピューターの学位が取得

できるようなコースを立ち上げることを考えている。 
（医療） 
・ ザンビアには高度な医療機関がなく、富裕層は南アフリカやイギリスの病院

で診察を受けている。マレーシアの病院と提携して CT 機器を導入すること

で、特に心肺疾患に対応する医療機関を設置したいと考えている。 
  南アフリカで診療行為を受けるのに比べて格段に安く受診できるので、需要は

十分あると判断している。ザンビア国内だけでなく、周辺の国からも治療費と

滞在費の安いザンビアに人が来るようになるだろう。 
 
（ザンビア経済の現況） 
・ 非常に力強い。指導力のある大統領の下、経済は上向いている。非鉄金属の

価格が高止まりし、ジンバブエが政情不安定になっているなど、外部条件も

ザンビアにとっては追い風。水も電力も十分にある。 

－14－
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とはいえ、予算の 40％は援助であり、資金調達も簡単でないなど解決すべき

点も少なくない。 
内陸国であるということは周囲に多くの国があるということで、ハブとして

地の利を生かすことを考えなければいけない。アフリカでは今後２億台の携

帯電話の需要があると見込まれるが、わが社はそれをターゲットにしている。

 
（中国製品との競争は） 
・ 中国製は安かろう悪かろうであるということが、ザンビア人にも知れわたっ

てきた。 
政府は自国製品の保護をすべきではあるが、幸いザンビアは内陸国で、それ

ほど大量には中国製品が流入しているわけではない。今後は安いだけでは売

れなくなってくると考えている。中国製品よりよい品質のものを、安く提供

するように努力することが必要である。 
 

（事業展開上の障害は何か） 
・ 技術のある労働者の確保が問題である。政府は教育をしっかりやらなければ

ならない。 
ザンビア人は英語ができるので、それを比較優位として事業を進めていくこ

とへの可能性もあるが、その場合も英語以外の能力がある人材が必要。 
 

（MFEZ への期待は） 
・ MFEZ が実現するのであれば、是非入居したい。投資のインセンティブとして

税金の免除や各種手続きの簡素化などを実現してほしい。 
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議事メモ 
  記録：杉本 

開催日時 2007 年 7 月 25 日（水）16:00～16:30 

開催場所 在ザンビア日本大使館 

出席者 
（敬称略） 

宮下 正明 
釣田 薫 
乾 英二 
福田 創 
大野 政義 
佐々木 弘世 
杉本 巨 

在ザンビア日本大使 
在ザンビア大使館 参事官 
JICA ザンビア事務所長 
JICA ザンビア事務所 
JICA マレーシア事務所 企画調査員 
JICA 経済開発部長 
JICA 経済開発部 貿易・投資・観光チーム 

内容 
 

（調査団からの報告） 
・ 本件は政治的に非常に重要であり、ザンビア側からの期待も大きいことが分か

った。 
・ 調査はザンビア産品の比較優位、誘致できる産業といったことを明確化しなが

ら、実効性のあるものに仕上げていきたい。 
・ 南南協力の枠組みのなかで、マレーシア側とも調査を分担して実施することと

している。今回の調査である程度の分担について合意した。ただし、マレーシ

ア側の調査能力の見極めは必要。 
・ ルサカ総合都市開発調査とも足並みをそろえて調査を実施する。 
 
（大使コメント） 
・ ザンビアへの円借款が供与できるようになり、まずは地方電化から実施するこ

とになっているが、本案件についても、円借款での対応を含め是非前向きに検

討してほしい。 
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議事メモ 
  記録：杉本 

開催日時 2007 年 7 月 25 日（水）17:00～17:30 

開催場所 大統領府 

出席者 
（敬称略） 

Situmbeko 
Musokotwane 
Mahbob Salim 
乾 英二 
福田 創 
大野 政義 
佐々木 弘世 
杉本 巨 

Economic Advisor to the President 
Project Director, Kulim Technology Park Corporation 
JICA ザンビア事務所長 
JICA ザンビア事務所 
JICA マレーシア事務所 企画調査員 
JICA 経済開発部長 
JICA 経済開発部 貿易・投資・観光チーム 

内容 
（敬称略） 

（土地利用区分について） 
・ 土地利用区分については、現在大統領令を出すための手続きを進めているとこ

ろ。１ヵ月以内に保全林から工業地域への土地利用変更の政令公布ができると

見込んでいる。 
 
（2008 年の予算について） 
・ 2007 年に執行できなかった予算については 2008 年に確実に確保する。 
 
（調査日程について） 
・ KTPC の調査は９月から、JICA の調査は 12 月から始めてほしい。ザンビア大

統領がランカウィ国際ダイアログでマレーシアを訪問したときに、KTPC へも

訪問する予定であり、この案件をしっかりと前へ進める必要がある。 
 
（ZDA について） 
・ ZDA の職員を現在募集しており、８月中には人が集まることになっている。ま

た長官についても早い時点で決定する。 
 

 

－17－



16 

議事メモ 
  記録：杉本 

開催日時 2007 年 7 月 27 日（金）15:00～16:30 

開催場所 Kulim Technology Park 

Kulim Technology Park 

Ahmad Shukri Tajuddin 
Ahmad Fadzli Abdul Aziz 
Muhammad Nazmi Abdullah
Zulkefli Ahmad 
Saidin Abdul Rahman 

CEO 
Executive (Marketing) 
Project Manager 
General Manager (Development) 
Manager 

JICA 

佐々木 弘世 経済開発部長 

杉本 巨 経済開発部 貿易・投資・観光チーム 

梅崎 裕 マレーシア事務所長 

出席者 
（敬称略） 

大野 政義 マレーシア事務所 企画調査員 

内容 
（敬称略） 

（KTPC の成功要因は如何） 
・ PPP が奏功した。工業団地のコンセプトが非常にはっきりしており、運営体制

がしっかりしている。マハティールの強い指導力の下で設置されており、工業

団地地域が１つ行政区として独立した結果、官民連携が非常に進んでいる。そ

れが投資家へのサービス向上につながっている。 
・ 最初の４年間で 14 件の入居があったが、アジア通貨危機に伴う不況で非常に

苦しい時期が続いた。2004 年以降は非常にうまくいっており、第３フェーズの

造成をしているところである。これも、顧客指向の経営があってのことだと考

えている。 
・ KTPC はハイテク産業を入居の条件としており、他の工業団地と差別化を図っ

ている。国内にはほかに２ヵ所ハイテク団地があるが、KTPC がもっとも成功

している。 
 
（ザンビアでの調査について） 
・ 地質調査の S/W はすぐにでも作成し、ザンビア側に送付予定。 
・ それぞれの調査を円滑化し、齟齬のないようにするために調整員を置く必要が

ある。 
・ KTPC はこれまでに国内やミャンマーで調査の経験があるので、今回のザンビ

アでの調査も問題なく実施できる。 
・ 人員は KTPC だけでは揃わないので、国内のネットワークを駆使してタスクフ

ォースを組んでの実施となる。 
（JICA から KTPC への要請） 
・ 円借款の可能性を残すためには F/S をしっかり実施する必要がある。 
・ JICA の調査は調査を実施するだけではなく、調査を実施する過程で先方政府へ

の技術移転を図っていくことも重要である。KPTC の M/P 調査のときに JICA

－18－
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調査団がマレーシア側と一緒になって考え、調査を進めたことは記憶に古くな

いと思う。是非、KTPC もザンビアで調査を実施する際にはザンビアの能力強

化ということを念頭に置いてほしい（案では調査期間のうち６割がマレーシ

ア、４割がザンビアになっている）。 
 
（KTPC から JICA への要望） 
・半導体や先進材料といった分野の企業誘致について KTPC に協力してほしい。 
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